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1989年 の調査によれば、日本語学習者数は約3万 名、機関数約100校(企 業内教育を除 く)、教
師数は約370名(内 タイ人約250名 、日本人約120名 、またタイ人の専任教師数は約140名)で ある。
1994年 現在、タイに対する外国の投資の中では、日本が最大の約40%を 占める。在タイ日系企







士号取得者は約2万5千 円、博士号取得者は約3万 円となる。 また、公務員の最高給与で も約17























日本語教師になるための免許は必要としないが、資格は資料4の 通 り。 また受入れ機関側独 自
の試験もある。
*バ ンコクにある国立大学の教師は修士号以上であるが、殆どが文部省奨学金留学生である。
1994年 の統計では、 日本政府国費研究留学生合格者数51名 のうち日本語関係は僅か3～4名
である。帰国後に日本語教師になろうとする者は、少ない。また、タイ国内で 日本語専攻で
学士号取得者は、毎年約130人 である。1,500～2,000の 日系企業、特に中小企業ではこれら
の人材を必要 としてお り、この約130人 の殆どは毎年、日系企業に吸収 される。タマサー ト





英語専攻で 日本語副専攻の学生20名 に対 し、卒業 まで学費無料の待遇。
条件は、卒業後、8年 間、日本語教員に就 くことで、1993年 からスター トした。
2)現 職 日本語教員養成計画
国際交流基金がタイ教育省の養成に対 して援助するもので、1994年5月 より開始。現











(注)こ の他に、国際交流基金 日本語国際センター(浦 和)の 日本語教師のための長期 ・短
期研修会にも毎年10人前後が参加。
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3.日 本語教師養成 ・研修 プログラムの面での対応策
3.1新 しいニーズ




















3日 本語専攻学生に対 し、卒業後、 日本語教師になるという条件で在学中は奨学金
を与え、卒業後は日本留学の奨学金を与える。
4体 系的かつ継続的な教師研修プログラムを設定する。その水準は、日本および諸




















42,520ノ マー ッ 〉
(注)1994年10月 よ り全 体 的 に約13.5%ア ップ され る予 定 。
(注)頭 脳 流 出対 策 と して 大 学教 員 の 場 合 に は 、1992年 よ り助 教 授 に2,200バ ー ッ、准 教 授 に3,600バ ー
ッ、教 授 に6,000バ ー ツが プ ラス され て い る。
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2日 本語専攻講座を有する大学とその年間卒業者数





























1940年 代 高校職業過程で日本語教育開始(戦 後一時中断、1960年 代再開)
1960年 代 民間日本語学校で日本語教育開始
国立大学で日本語教育開始












































4)日 本語(東 京外国語大学付属 日本語学校)
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5)JapaneseforBusyPeople(AJALT)
6)文 化 初 級 日本 語(文 化 外 国語 専 門 学校)
7)KISONIHONGO(泰日技 術 経 済 振 興 協 会)
7タ イからの1994年 度日本政府国費留学生合格者数
研究*学 部 日本語 ・日本文化 教員 高専 専修 計
5115113498128
*う ち 日本 語 関係 は、3～4名
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